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⼾⽥市⽴地適正化計画
（案）について

⼾⽥市 都市整備部 都市計画課
平成３０年１２⽉２２⽇

計画策定の背景
 我が国の総⼈⼝は2008年の約１億2800万⼈をピークに減少へ
 多くの都市機能は現状の⼈⼝維持を前提に整備

⼈⼝減少による都市環境の変化への対策を講じなければ…

⼈⼝が
減少

施設の撤退や交通
路線の縮⼩・廃⽌

都市再⽣特別措置法の改正（2014年８⽉）
 居住機能及び都市機能の⽴地、公共交通の充実等に関する包括的
なマスタープランとして、⽴地適正化計画が新たに制度化

サービスレベルの
維持が困難に

住環境
が悪化 ⽣活利便性が低下

将来にわたって便利に暮らし続けられるまち

商業、医療・福祉施設等
の⽣活利便施設や公共交
通の利⽤者数が減少
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計画策定の⽬的

市街地の空洞化、公共交通の撤退など
の重⼤な問題にはまだ直⾯していない

2035年頃まで⼈⼝が増加

全国的な⼈⼝減少に対し⼾⽥市は…
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計画策定の⽬的

都市機能が維持できなくなり、まちの
衰退化につながるおそれがある

⼈⼝は減少に転換

⾼齢化も急速に進⾏

将来は…

都市が元気なうちに、住環境や⽣活利便性の維持・向
上を⽬的に、緩やかに居住機能や都市機能の適正な誘
導を図る「⼾⽥市⽴地適正化計画」を策定
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計画で定めるもの
計画の対象区域︓市全域

⼈⼝減少・超⾼齢社会の到来に備え、
将来にわたって便利に暮らし続けられるまちの実現を⽬指す

⼈⼝、市街地整備
住宅・商業・⼯業
医療・福祉
⼦育て・教育
交通、公共施設
防災、環境

都市活動、財政等

⼾⽥市が抱える課題

都市の動向

課題への対応、上位計
画に⽰された将来都市
像の実現を⽬指す
【計画期間】
２０１９〜２０３８年

まちづくりの
⽬標・⽅針

⼈⼝密度を維持し、⽇常的な⽣活利便サービスや
コミュニティが持続的に確保されるよう、居住を
誘導

居住誘導区域

サービスが効率的に提供されるよう、商業、
医療・福祉等の⽣活利便施設を維持・誘導

都市機能誘導区域

［誘導施設］
商業、医療・福祉等の⽣活利便施設のうち、
市全域からの利⽤が⾒込まれる施設
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計画の位置づけ

埼⽟県が定めるもの

⼾⽥都市計画、都市計
画区域の整備、開発及

び保全の⽅針

関連計画

埼⽟県地域保健
医療計画

（地域医療構想）

埼⽟県住⽣活
基本計画

その他各分野計画

⼾⽥市が定めるもの

⼾⽥市総合振興計画

⼾⽥市都市
マスタープラン

⽴地適正化計画

関連計画

まち・ひと・しごと
創⽣総合戦略

公共施設等総合管理計画
及び公共施設再編プラン

⾼齢者福祉計画・介護
保険事業計画

⼦ども・⼦育て⽀援
事業計画

その他分野計画

個別都市計画
・⽤途地域
・⾼度地区
・地区計画等

誘導施策・事業

整合

整合

展開
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本市の現状及び課題❶

 駅周辺に⽣活利便
施設が⼀定程度⽴
地している

 駅ごとの個性や特
⾊が⾜りない

それぞれの駅周辺に
求められる機能が集
積した、個性ある拠
点の形成が必要

駅周辺
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北⼾⽥駅

⼾⽥駅

⼾⽥公園駅
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本市の現状及び課題❷

 ⼈⼝は⻑期的には
減少に転換、⾼齢
化は急速に進⾏

 市⺠のライフスタ
イルやライフス
テージによる住環
境へのニーズは⾼
度化・多様化

 ⽇常⽣活に必要な
施設は市内に広く
⽴地

ニーズに応じた活動
的な⽣活が実現でき
るまちづくりが必要

市全域

計画期間（2019年〜2038年）
においては増加傾向にあるが、
それ以降は減少に転じる
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本市の現状及び課題❷

 ⼈⼝は⻑期的には
減少に転換、⾼齢
化は急速に進⾏

 市⺠のライフスタ
イルやライフス
テージによる住環
境へのニーズは⾼
度化・多様化

 ⽇常⽣活に必要な
施設は市内に広く
⽴地

ニーズに応じた活動
的な⽣活が実現でき
るまちづくりが必要

市全域

年齢３区分別⼈⼝の推移
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本市の現状及び課題❷

 ⼈⼝は⻑期的には
減少に転換、⾼齢
化は急速に進⾏

 市⺠のライフスタ
イルやライフス
テージによる住環
境へのニーズは⾼
度化・多様化

 ⽇常⽣活に必要な
施設は市内に広く
⽴地

ニーズに応じた活動
的な⽣活が実現でき
るまちづくりが必要

市全域

⽣活利便施設の分布
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本市の現状及び課題❸

 徒歩や⾃転⾞によ
る移動は多い

 ⾼齢化の進展を踏
まえると、公共交
通の役割がますま
すに重要に

多様な交通⼿段によ
る交通環境の形成が
必要

交通
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計画の⽬標と⽅針
［まちづくりの⽬標］

［まちづくりの⽅針］

都市環境と⾃然環境が調和した⽣活の質を⾼めるまちづくり

拠点ごとに特⾊ある活⼒とにぎわいの創出
〜⼈々が集い、市全体の魅⼒向上につながるまちづくり〜

それぞれの地域の特徴をいかした都市環境の向上
〜誰もが多様な暮らし・活動を実現できる環境づくり〜

多様な交通⼿段による移動性の向上
〜⽣活の質の向上を⽀える交通環境づくり〜
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拠点・ゾーンの設定

都会的で洗練
された暮らしを
誘導するゾーン

鉄道沿線の通
勤や買い物の利
便性に魅力を感
じる若いファミ
リー層などが、
上質な都市型の
洗練されたライ
フスタイルを満
喫しながら暮ら
すゾーン

地域に密着した
便利な暮らしを
誘導するゾーン

多様な世代の
人々が地域の商
店で買い物した
り、地域活動に
参加するなど、
地域に密着して
暮らすゾーン

快適でゆとりの
ある暮らしを
誘導するゾーン

地域で長く暮
らす人や転入し
て間もない人な
ど、多様な住民
が交流し、ゆと
りを持ちながら
快適に暮らす
ゾーン

⽔と緑に親しむ
暮らしを

誘導するゾーン
荒川河川敷で

の散歩や彩湖・
道満グリーン
パークでのス
ポーツ、近所の
公園等での遊び
など、日常的に
水と緑に親しみ
ながら健康的に
暮らすゾーン

新しい形の
住⼯共⽣を
図るゾーン

地域住民との交流、地域の
人の雇用、事業所と地域に
よる災害時の相互協力と
いった相互にメリットを受
けつつ暮らしたり、事業活
動を営むゾーン

⽴地をいかした
⼯業を

保全するゾーン

都心に近い立地をいか
し、製造業、物流等の
事業所による都市型工
業の事業活動を営む
ゾーン

居住ゾーン 住⼯共⽣ゾーン

拠点
中⼼拠点 ⼯業拠点 ⽂化・⾏政拠点 緑の拠点 ⽔辺の拠点

・市全域を対象
とする都市機
能が集積

・都市全体の活
動、都市イ
メージを牽引

・工業生産活
動・流通業務
機能を増進し
ていく

・市民の文化的
な都市活動や
行政サービス
向上に資する
文化、行政機
能が集積

・大規模公園整
備が進めら
れ、荒川への
アクセス拠点
とも なる

・既存の大規模
公園等をいか
して、荒川の
水辺空間にお
ける結節点を
形成

⼯業ゾーン
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都市の⾻格構造

荒　川荒　川

荒川第一
調整池

（彩湖）

荒川第一
調整池

（彩湖）
戸田市役所戸田市役所

新曽南庁舎新曽南庁舎

美笹支所美笹支所

Ｊ
Ｒ
埼
京
線

Ｊ
Ｒ
埼
京
線

下笹目
バスターミナル
下笹目
バスターミナル

笹
目
川

笹
目
川

戸田公園戸田公園

彩湖・道満
グリーンパーク
彩湖・道満
グリーンパーク

（仮称）荒川水循環
  センター上部公園

（仮称）荒川水循環
  センター上部公園

戸田漕艇場戸田漕艇場

戸田競艇場戸田競艇場

西川口駅西川口駅

蕨駅蕨駅

Ｊ
Ｒ
京
浜
東
北
線

Ｊ
Ｒ
京
浜
東
北
線

川口駅川口駅

武蔵浦和駅武蔵浦和駅

西高島平駅
西高島平駅

新高島平駅
新高島平駅

高島平駅
高島平駅

西台駅西台駅都営三田線
都営三田線

戸田市文化会館戸田市文化会館

戸田市
スポーツセンター
戸田市
スポーツセンター

戸田市立図書館戸田市立図書館

板橋区

和光市

さいたま市
（ 南区）

朝霞市

川口市

蕨市

北区

北戸田駅北戸田駅

戸田駅戸田駅

戸田公園駅戸田公園駅

市街化区域
行政区域

ゾーン

都会的で洗練された
暮らしを誘導する
ゾーン

拠点

中心拠点

地域に密着した
便利な暮らしを
誘導するゾーン

新しい形の住工共生
を図るゾーン

立地をいかした工業
を保全するゾーン

学校
小学校

中学校

高等学校工業拠点

居住ゾーン 住工共生ゾーン

工業ゾーン

緑の拠点

水辺の拠点

文化・行政拠点

快適でゆとりのある
暮らしを誘導する
ゾーン

水と緑に親しむ
暮らしを誘導する
ゾーン
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誘導区域・誘導施設の設定の考え⽅

⽬指すべき都市活動等が実現できる区域（⼟地利⽤）
将来の⼈⼝分布を踏まえた適切な区域
公共交通の利便性を踏まえた区域
災害等への対応を踏まえた区域

居住誘導区域

市全域からの利⽤が⾒込まれる都市機
能が、既に⼀定程度充⾜している区域
鉄道、路線バスなど公共交通網が集中
している区域
おおむね徒歩圏内で構成される区域

都市機能誘導区域 ［誘導施設］
市全域からの利⽤が⾒
込まれる施設
病院、総合福祉セン
ター、⼦育て総合⽀援
センター、図書館、⽂
化・スポーツ施設、⼤
規模商業施設、市役
所、銀⾏・信⽤⾦庫
等

No.14

誘導区域・誘導施設（北⼾⽥駅周辺地区）
○誘導タイプ︓区域内に⽴地していない、⼜は不

⾜しており誘導が必要な施設
●維持タイプ︓既に区域内に⽴地しており、区域

外への移転が望ましくない施設

北⼾⽥駅周辺地区
○病院（病床数20床以上）
●銀⾏・信⽤⾦庫（窓⼝機能あり）
●商業施設（店舗⾯積10,000㎡以上）

No.15
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誘導区域・誘導施設（⼾⽥駅周辺地区）
○誘導タイプ︓区域内に⽴地していない、⼜は不

⾜しており誘導が必要な施設
●維持タイプ︓既に区域内に⽴地しており、区域

外への移転が望ましくない施設

⼾⽥駅周辺地区
○病院（病床数20床以上）
○銀⾏・信⽤⾦庫（窓⼝機能あり）
●商業施設（店舗⾯積3,000㎡以上）
●市役所（本庁舎）
●⽂化会館
●図書館（本館）・郷⼟博物館
●スポーツセンター
●健康福祉の杜

No.16

○誘導タイプ︓区域内に⽴地していない、⼜は不
⾜しており誘導が必要な施設

●維持タイプ︓既に区域内に⽴地しており、区域
外への移転が望ましくない施設

⼾⽥公園駅周辺地区
●病院（病床数200床以上）
●銀⾏・信⽤⾦庫（窓⼝機能あり）
●商業施設（店舗⾯積3,000㎡以上）

誘導区域・誘導施設（⼾⽥公園駅周辺地区）
No.17
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「拠点ごとに特⾊ある活⼒とにぎわいの創出」の
ための主な取組

中⼼拠点としての利便性を⾼め、にぎわい、交流が⽣まれる施設の誘導

 駅前における⼟地区画整理事業・市街地再開
発事業等の推進

 誘導施設の⽴地に係る⼟地取引前等における
事前届出制度の導⼊

 誘導施設の整備に対する補助⾦等の国等によ
る⽀援の活⽤

既存ストック、公有地の有効活⽤

 誘導施設の⽴地に関する公有地の有効活⽤
 空き店舗等の利活⽤の推進

魅⼒ある中⼼拠点形成に向けた景観づくりの推進

 景観づくり推進地区の指定等による景観づく
りの推進

⼾⽥駅前の様⼦

誘導施策 No.18

「それぞれの地域の特徴をいかした都市環境の向上」の
ための主な取組

住み続けたいと思える住環境の整備

 ライフスタイルやライフステージに応じた
暮らし⽅に関する情報発信等移住・住み替えの⽀援

 空き家バンク制度の運⽤、空き家のリノベーション
への⽀援等による空き家の利活⽤の推進 等

地域包括ケアシステム構築の実現に向けた、⽣活を⽀える施設やサービスの
維持・充実
 地域包括⽀援センターにおける相談機能の充実
 認知症グループホームにおけるサービスの充実 等
⼦育てしやすい環境の整備
 地域⼦育て⽀援拠点の充実
 保育所の拡充と質の向上 等
⼯業の保全と適切な住⼯共⽣の推進
 企業⽴地マッチング促進事業の推進
 新技術・新製品の開発⽀援 等 ⼯場や倉庫に隣接する住宅

誘導施策 No.19
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「多様な交通⼿段による移動性の向上」のための主な取組
公共交通が利⽤しやすい環境の整備

 駅前交通広場の整備等による鉄道やバス
の結節機能の強化

 市⺠⽣活の状況や⽣活利便性を勘案した
コミュニティバスtocoの路線の適宜⾒直
し

徒歩・⾃転⾞で⾏動したくなる快適な
移動空間の整備
 都市計画道路の整備
 歩⾏者・⾃転⾞ネットワークの整備 等

公共交通の利⽤促進に向けたモビリティマネジメントの推進

 公共交通の利⽤促進に向けた普及・啓発

コミュニティバスtoco

整備された都市計画道路

誘導施策 No.20

都市機能誘導区域
（中⼼拠点）

中⼼拠点としての
利便性を⾼め、
にぎわい、交流が
⽣まれる施設が
⽴地している

良好な景観が形成
されている

公有地が有効活⽤
されている

計画で⽬指すまちづくりの姿
（都市機能誘導区域）

にぎわいが⽣まれ魅⼒
ある駅周辺へ

No.21
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誰もが住み続けたいと
思えるまちへ

計画で⽬指すまちづくりの姿
（市全域）

居住誘導区域

住み続けたいと
思える環境が形成
されている

徒歩・⾃転⾞で
⾏動したくなる
快適な移動空間が
形成されている

⾼齢者の⽣活を
⽀える環境が形成
されている

⼦育てがしやすい
環境が形成
されている

公共交通が利⽤
しやすい環境が
形成されている

⼯業が保全
されている 住⼯が共⽣

している

No.22

計画⽬標値①

●計画⽬標値

中⼼拠点の形成に関する計画⽬標値

計画⽬標値 駅周辺ににぎわいや魅⼒があると思う市⺠の割合
評価基準値（2018年度） ３７％

⽬標値
2028年度【中間時点】 評価基準値＋ ５％＝４２％

2038年度【最終⽬標時点】 評価基準値＋１０％＝４７％

●モニタリング指標

滞留⼈⼝、従業⼈⼝、地価・地価変動率、誘導施設数、駅乗降客数 等

No.23

（⼾⽥市市⺠意識調査の結果を基に設定）
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●モニタリング指標

計画⽬標値 住み続けたいと思う市⺠の割合
評価基準値（2018年度） ７８％

⽬標値
2028年度【中間時点】 評価基準値＋３％＝８１％

2038年度【最終⽬標時点】 評価基準値＋６％＝８４％

⼈⼝、住宅⽴地数、地価・地価変動率、空き家数・空き家率、
バス運⾏本数・バス利⽤者数、公共交通分担率、
公共交通沿線⼈⼝カバー率 等

（⼾⽥市市⺠意識調査の結果を基に設定）

計画⽬標値②

●計画⽬標値

市全域における住環境等の向上に関する計画⽬標値

No.24

計画進⾏管理
 PDCAサイクルの考え⽅に基
づいて20年後の都市を展望
しながら、おおむねね5年ご
とに計画を評価し、進⾏管
理を⾏う

 社会情勢、モニタリング指
標等に関する情報収集を⾏
い、施策の達成状況等よる
計画の評価を⾏うととも
に、社会情勢の変化、上
位・関連計画の改定等を総
合的に分析し、計画の⾒直
し⽅針を定める

PDCAサイクルのイメージ

No.25
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①３戸以上の住宅を新築しようとする場合

（例）
３戸の建築行為

○届出必要

１戸の建築行為

×届出不要

②人の居住の用に供する建築物として条例で定め
たものを新築しようとする場合
（寄宿舎、有料老人ホーム 等）

③建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して
上記①、②に該当する住宅等とする場合

①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為

②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、
その規模が1,000㎡以上のもの

（例）
1,300㎡１1戸の開発行為 800㎡2戸の開発行為

○届出必要 ×届出不要

③住宅以外で人の居住の用に供する建築物として
条例で定められたものの建築目的で行う開発行
為（寄宿舎、有料老人ホーム 等）

届出制度（居住誘導区域）
 居住誘導区域外での住宅開発等を⾏う場合、規模によっては、整備

着⼿の30⽇前までに市への届出が必要となり、このことは、宅地建
物等の取引における重要事項説明の対象となる。

開発行為開発行為 建築等行為建築等行為

No.26

①誘導施設を有する建築物の建築目的の
開発行為を行おうとする場合

届出制度（都市機能誘導区域）
 都市機能誘導区域外への誘導施設の整備する場合、都市機能誘

導区域内で、誘導施設を休⽌⼜は廃⽌しようとする場合は、着
⼿する30⽇前までに市への届出が必要となり、このことは、宅
地建物等の取引における重要事項説明の対象となる。

開発行為開発行為

①誘導施設を有する建築物を新築しようと
する場合

②建築物を改築し、誘導施設を有する建築
物とする場合

③建築物の用途を変更し、誘導施設を有す
る建築物とみなす場合

建築等行為建築等行為

（例）
病院（病床数20床以上） 診療所（病床数20床未満）

○届出必要 ×届出不要

商業施設 商業施設
（店舗面積3,000㎡以上） （店舗面積3,000㎡未満）

○届出必要 ×届出不要

No.27
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計画策定のスケジュール

2018年 7⽉〜8⽉ パブリックコメントによる意⾒募集

2018年 12⽉ 説明会の開催 (※本⽇）

最終とりまとめ

2019年 4⽉ 計画の運⽤スタート

No.28


